


　東海市では、都市宣言に掲げている「子育てと結婚を応援するまち東海市」にふさわし
い「日本一子育てしやすいまち」を目指し、子育て支援のための施策を実施することで、
魅力あるまちづくりを進めてきました。しかしながら、子どもや子育てをめぐる環境の現
状は厳しく、子育ての不安の増大や孤立化、仕事と子育ての両立など課題が多様化してき
ています。
　このような課題に対応し、国や地域を挙げて、子どもや子育て家庭を支援する新しい支
え合いの仕組みの構築のため、子ども・子育て関連３法が平成２４年８月に成立しました。
　そこで、東海市では、幼児期の学校教育・保育、地域の子ども・子育て支援を総合的に
推進していくため、「東海市子ども・子育て支援事業計画」を策定しました。

　平成２７年度から平成３１年度までの５年間を計画の期間とします。

　子どもが健やかに育つよう、子どもの成長発達に応じて、親子がともに育ちあえること
を願い、基本理念を以下のように定めます。

子ども・子育て支援新制度が目指すもの

①　質の高い幼児期の学校教育・保育の総合的な提供
　　・保育園、幼稚園及び認定こども園との連携のための取り組みを促進し、保育環境の整備と

保育士等の資質の向上を図る

②　保育の量的拡大・確保、教育・保育の質的改善
　　・地域のニーズを踏まえ保育園、幼稚園、認定こども園、小規模保育などを計画的に整備し、

待機児童の解消や、多様な教育・保育の充実を図る

③　地域の子ども・子育て支援の充実
　　・子育てに対する多様な支援の充実（利用者支援事業の創設、地域子育て支援拠点事業、放

課後児童クラブなど既存の「地域子ども・子育て支援事業」の充実）

すべての子どもと家庭を しあわせにする まちづくりすべての子どもと家庭を しあわせにする まちづくり
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計画の期間2

基本理念3

計画の趣旨1

計画の基本的な考え方１



　基本目標１　安心して教育・保育が受けられるまち

　基本目標２　身近な地域における助け合い・支え合いができるまち

すべての子どもと家庭を しあわせにする まちづくり

　乳幼児期の愛着形成及び人格形成の重要性を踏まえ、発達に応じた質の高い教育・保育
や子育て支援の安定的な提供を通して、子どもの健やかな発達を保障するとともに、保育
園・幼稚園・小学校が保育・教育に対しての相互理解を深め、小学校生活への円滑な接続
を目指した共通の認識が持てるよう保育園・幼稚園・小学校が連携します。
　また、障害のある子どもや、虐待などによりケアを必要とするなど配慮が必要な子ども
や保護者を対象に、子どもの特性に合わせた継続的な支援を充実します。

　子どもの成長には、地域で多様な人と出会い、子ども同士の触れ合いを通して、子ども
の世界を広げていくことが望まれます。また、核家族化が進んだ現在では、子育て中の保
護者が孤立感・孤独感を感じながら子育てをすることも稀ではありません。
　子どもが広い世界で成長し、保護者も地域で穏やかな心で子育てできるよう身近な地域
に存在する、保育園、幼稚園、学校、児童館など、市や専門機関、諸団体が連携・協力し、
子育てについて助け合い、支え合っていく取り組みを進めます。

【基本目標】 【基本施策】

【基本目標】 【基本施策】

　　基本目標１

　　安心して教育・
　　保育が受けられる
　　まち

　①　質の高い保育と幼児教育の充実

　②　保育園・幼稚園・小学校の連携

　③　すべての子どもの立場にたった支援の推進

　　基本目標２

　　身近な地域に
　　おける助け合い・
　　支え合いが
　　できるまち

　①　地域社会における子育て支援活動の推進

　②　未就園の親子が集う場の充実

　④　豊かな体験の場づくりの推進

　③　子どもの居場所づくりの推進
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計画の体系２



　現代では、性別にとらわれない、その人なりの充実した生き方が模索されています。また、
家庭も仕事も充実させ、自分らしく暮らすことを望む人も増えています。しかし、現実は、
出産・育児により仕事を諦める人が多い状況です。
　安心して子どもを生み育て、いきいきと働くことができるよう、出産後の支援や、多様
な雇用体系に対応できる保育サービスを提供します。また、事業者とともに、子育てと仕
事のバランスがとれる働き方を支援する取り組みを進めます。

　「子育てと結婚を応援するまち東海市」にふさわしい子育て支援策を確立するため、安
心して出産し、子育てができる環境やだれもが住みやすいまちになるような環境を整備し
ていくことが重要です。また、すべての子どもとその家族が健康であるための取り組みも
必要です。
　結婚に向けての活動を支援する環境づくりに取り組みます。

　基本目標３　子育てと仕事を両立できるまち

　基本目標４　結婚と子育てを応援するまち

【基本目標】 【基本施策】

【基本目標】 【基本施策】

　　基本目標４

　　結婚と子育てを
　　応援するまち

　①　未婚者支援の充実

　②　安心して出産ができる環境の整備

　④　経済的負担の軽減

　③　健康の確保と増進

　　基本目標３

　　子育てと仕事を
　　両立できるまち

　①　仕事と子育ての両立を支援するための環境の整備

　②　育休から円滑に復帰できる環境の整備
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量の見込みについて1

教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込
みと確保方策3

　子どもをもつ保護者へのアンケート調査などから市民ニーズの量（見込み量）を算出し、
支援・サービスの量（提供量）を確保しています。



教育・保育の量の見込みと確保方策2

※　保育の必要性の事由：就労、妊娠・出産、保護者の疾病・障害、同居または長期入院しているなど、市町村が認める項目
　　に該当する場合　

　保護者の就労状況や新制度による入所要件の緩和で、特に０歳児から２歳児までの保育
ニーズが見込まれます。待機児童を生じないよう計画的な施設整備や保育士の確保を行っ
ていきます。幼稚園に対しては、認定こども園への移行を働きかけます。

　新制度では、３つの認定区分に応じて、施設など（保育園、幼稚園、認定こども園、地
域型保育）の利用先が決まっていきます。
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地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策3

保育園等で通常の保育時間を超えて延長して保育を実施する事業です。長時間保育が子
どもの負担にならないよう配慮しながら、保育士の配置などにより延長保育を行います。

①　延長保育事業



乳幼児とその保護者が相互の交流を行う場を開設し、子育てについての相談、情報の提
供、助言その他の援助を行う事業です。平成２７年度からは、児童館についても拠点とし
て位置づけ、機能の充実を図ります。

保護者の疾病や仕事などにより、家庭における養育が一時的に困難になった児童につい
て、施設で必要な養育を行う事業であり、今後も引き続き実施します。

③　子育て短期支援事業

④　地域子育て支援拠点事業

⑤　幼稚園における一時預かり事業

保護者が労働などにより昼間家庭にいない小学校に就学している児童を対象に、授業
が終わった後に指導員の活動支援のもと、遊びや生活の場などを提供し、児童の健全育
成を図る事業です。本市が運営する事業においては、平成２７年度から対象学年を６年
生まで広げて実施します。

②　放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）
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市内の５つの幼稚園において、通常の教育時間の前後や長期休業期間中などに保護者の
要請に応じて一時的に子どもを預かる事業です。



病気や病気回復期の児童で、保護者の就労などの理由で、保護者が養育できない場合に、
児童を保育する事業です。平成２７年５月より、公立西知多総合病院の敷地内において病
児・病後児保育を実施します。

育児の援助を依頼したい人（依頼会員）と協力したい人（提供会員）が会員となって、
一時的に有償で子どもを自宅などで預かる相互援助活動を行う事業です。

⑥　保育園、ファミリー・サポート・センター事業（就学前児童）などにおける一時預かり事業

⑦　病児・病後児保育事業

⑧　ファミリー・サポート・センター事業（就学児童）

⑨　利用者支援事業

⑩　妊婦健康診査

家庭での保育が一時的に困難となった子どもについて、主として昼間、保育園や子育て
支援センターなどで一時的に預かる事業です。
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子どもや保護者などが多様な教育・保育施設や子育て支援事業を円滑に利用できるよう
必要な支援を行う事業です。相談業務などを実施する関係部署の現状を把握し、連携を強
化するとともに、平成２８年度には総合相談窓を設置し、相談しやすい利用者支援を実施
します。

妊娠期の異常の早期発見、早期治療を目的として健康診査を行う事業です。妊婦健診に
ついての情報を周知するとともに、早期の妊娠の届出を促します。



保育士、ヘルパー、助産師、保健師又は育児経験者などの派遣を行い、養育者の育児不
安の軽減や定期的な支援により児童虐待の未然防止を図ります。

日用品・文房具など必要な物品の購入に要する費用や行事への参加に要する費用などの
実費負担の部分について、低所得者の負担軽減を図るため、公費による補助を行う事業で
す。事業の導入については、国や愛知県の動向を踏まえるとともに、市民ニーズなどを把
握して、今後の事業実施について検討します。

新規事業者が事業を円滑に運営していくことができるよう、支援、相談・助言のほかに、
他の事業者の連携施設のあっせんなどを行います。今後、新規事業者から参入の申し出が
あった場合には、事業の導入について検討します。

生後４か月までの乳児がいるすべての家庭を、助産師・看護師・保健師が訪問し、育児
不安や養育困難などを把握し、継続した子育て支援につなげます。

⑪　乳児家庭全戸訪問事業

⑫　養育支援訪問事業

⑬　実費徴収に係る補足給付を行う事業

⑭　多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業

　本計画の適切な進行管理を進めるため、施策の状況について把握するとともに、「東海
市子ども・子育て支援会議」において点検・評価し、その結果を公表し、また、必要な対
応を実施するものとします。
　なお、本計画に掲げる取り組みについては、本市が単独で実施できるもののほかに、制
度や法律に基づく事業もあるため、国や県、近隣市町との連携を深め、必要に応じて協力
要請を行い、計画を進めます。

計画の進行管理4
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